
 

平成 21 年度「グリーン購入に関する調達方針」の策定状況について 
 
 

地方公共団体の「調達方針の策定状況」に関する調査結果は、以下の通りとなった。 
 

表１ 「調達方針」の策定の有無（全地方公共団体）（※速報値） 

策定状況 21 年度 20 年度 19 年度 18 年度 

策定済み 34.0％ 33.7% 29.1% 31.8% 

現時点では未策定であるが今後策定予定 1.1％ 2.4% 1.6% 1.6% 

具体的な策定予定はないが今後策定したい 31.9％ 27.6% 22.9% 20.9% 

策定予定はない 32.5％ 36.1% 44.5% 43.5% 

 
 
＜平成 21 年度（速報値）規模別の状況＞ 

都道府県・政令市においては、18 年度より全ての自治体で調達方針を策定済みとなっており、今年度

は区市において調達方針を策定している割合が過去最高の値を示した。「策定予定なし」としているの

は区市の 20.7％（前年 24.7％）、町村の 46.4％（前年 50.6％）であり、町村への普及も徐々に進んで

いる。都道府県別策定状況は、サンプル数にばらつきがあるが、「策定済み」と回答した割合が 50％以

上であったのは、「埼玉県」、「東京都」、「神奈川県」、「新潟県」、「富山県」、「福井県」、「大阪府」、「鳥

取県」、「山口県」、「香川県」であった。 
 

表２ 平成 21 年度「調達方針」の策定の有無（※速報値） 

 

 
図１ 平成 21 年度「調達方針」の策定の有無 (※速報値) 

 

 資 料 ７

策定後
毎年度
改定

策定後
必要に応じて

改定
その他

策定
していない

（件） 488 941 7 1436
（％） 34.0 65.5 0.5 100.0
（件） 65 0 0 65
（％） 100.0 0.0 0.0 100.0
（件） 343 313 1 657
（％） 52.2 47.6 0.2 100.0
（件） 80 628 6 714
（％） 11.2 88.0 0.8 100.0

町 村 2 24 54

区 市 56 95 192

都 道 府 県 ・ 政 令 市 36 12 17

無回答

全 体 94 131 263

合計策定済み
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図２ 平成 21 年度都道府県別の「調達方針」の策定状況（速報値） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※都道府県名の（ ）内の数字は、アンケートのサンプル数。 
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＜凡例＞ 

策定済み 現時点では未策定だが、今後策定予定 具体的な策定予定はないが、今後策定したい 策定予定なし 無回答



■地方公共団体 : グリー■地方公共団体 : グリ

法 第十条 第一項

都道府県、市町村及び地方独立行政法人は、毎年
めの方針を作成するよう努めるものとする。

第三項

都道府県、市町村及び地方独立行政法人は、第一
該年度における環境物品等の調達を行うものとする。

年 全 地方 がグ

循環型社会形成推進基本計

平成27年度までに、全ての地方公共団体がグリー

「グリーン購入取組ガイドライン」（環境省ＨＰ参照） http

ーン購入の推進に努めるン購入の推進に努める

度、・・・（略）・・・環境物品等の調達の推進を図るた

項の方針を作成したときは、当該方針に基づき、当
。

施 定

画（平成20年３月閣議決定）

ン購入を実施するようになることを目標として設定

現在グリーン購入に取り組めていない
地方公共団体が、無理なくグリーン購入
の取組に着手し、着実に推進するため
の考え方や具体的な方法について紹介の考え方や具体的な方法について紹介
した「グリーン購入取組ガイドライン」を
作成しました。

本ガイドラインでは、比較的取り組み
やすく、取り組むことでコスト的にもメリッ
トがある品目について 購入時のポイントがある品目について、購入時のポイン
トやコスト削減のポイント等を示していま
す。

現在、基準の見直し等に伴い、改訂を
進めており、後日、改訂版を全国の地
方公共団体に送付する予定です方公共団体に送付する予定です。

://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/other.html
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